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都市部・地方部ともに家賃上昇の動きは継続
― 建築・修繕費高騰、単身世帯増、持ち家取得負担増が背景 ―

センター

Research Eye https://www.jri.co.jp 

（１）わが国の家賃は上昇傾向が明確化。コロナ禍以降、都市部の家賃上昇が加速しているほか、地方

部の家賃も足元では総じて前年比プラス圏で推移（図表１）。家賃上昇の動きは、以下３点を背

景に都市部、地方部ともに今後続く公算大。

（２）第１に、建築費・修繕費の高騰。人件費や資材価格の高騰を受け、新築物件の建築費や中古物件

の修繕費は2020年頃から大きく上昇（図表２）。物件供給側によるコスト増加分の価格転嫁が家

賃の上昇に作用する見込み。

（３）第２に、単身世帯数の増加。国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、2030年代半ばまで

都市部・地方部ともに単身世帯数は増加が続く見通し（図表３）。単身世帯は相対的に持ち家比

率が低く、貸家需要を押し上げる要因。

（４）第３に、住宅取得負担の高まり。コロナ禍以降、所得が伸び悩む中で不動産価格が上昇し、持ち

家取得の家計の負担感が増す方向（図表４）。加えて、日銀の利上げを受け、住宅ローンの金利

は足元で上昇傾向。こうした状況は当面続き、従来持ち家比率の高かったファミリー層などの賃

貸住宅へのシフトが広がる見込み。
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（図表４）不動産価格と可処分所得

（資料）国土交通省、総務省を基に日本総研作成
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（図表２）建築費・修繕費
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（図表３）単身世帯数

（資料）総務省、国立社会保障・人口問題研究所を基に
日本総研作成

（注）都市部は住民基本台帳移動報告にて、2年連続転入超過の

都府県（埼玉、東京、千葉、神奈川、大阪、福岡）。
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（図表１）ＣＰＩ家賃（前年比）
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（資料）総務省を基に日本総研作成
（注１）大都市は政令指定都市及び東京都区部、中都市は大都市以

外の人口15万人以上100万人未満の市、小都市Aは5万人以
上15万人未満の市、小都市Bは5万人未満の市及び町村。

（注２）小都市Bは統計上の制約から2011年より表示。
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